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(6）、－ < 転嫁論争が行われた。 もっ一つは，所得分配理論の観点から租税転嫁問題に接
近するモデル分析である。この分析方法を用いれば，マクロの租税転嫁問題は
所得分配理論の分析の副産物として把握されるように思われる。この分析方法
に基づく文献には，ニーハンス， リュストウ（H.J. RO.stow），クレー レ（W.
Krelle），ホイザ、ァ（K. H~user）とリッヒタァ（R. Richter），シュトーベ（A.
Stobbe), ミーズコウスキー（P.M. Mieszkowski），アシマコプロス（A.



















































Sc ＝竺；sc(l-tc)Gc? l>ss>sc>sw>O 
Sw=sw(l-tw)(Gw+W), l>tc>tw>O 






































f G ¥ 租税転嫁率Oは，利潤税んの課税後の利潤分配率t1-l に対する利潤税課
G ¥ y j N 
f G¥ f G¥ 税前後の利潤分配率の差1-l-I一！ の比率であると定義すれば，¥YIN ¥Y/B 























このモデルは， 18個の変数S,Sc, Sw, Ss, G, Ge, Cw, W, T, Tc, 
Tw, C, Cs, 8, K, Kc, Kw, zを決定する完結したモデル（1）～（18）である。
Y, I, Sc, Sw, Ss, le, lwはすべてパラメーターであり，所与かっ一定で
ある。
州制～肌
- 7 (7) -
_J__sw(l-tw）一(l+ss)tw
G 
y--z{sc -sw + (ss -sc + 1) tc一（ss-sw+m丙
で表される。これは利潤税課税後の利潤矧判手Lである。
(19) 
I G ¥ 利潤税課税前の利潤分配率1-1は， tc=tw=Oのときの利潤分配率である¥ y j B 
から，























山 －sw十 （ss-sc+l)tc一（ss-sw+l)tw｝＞÷ 
>sw十（s s -s w + 1 ) tw ( >0 ) (2) 
これらの条件のもとで，（19）をtcで偏微分して， H=sc-sw+ (ss -sc + 1) • 
tc -(ss -sw 十 l)twとおけば，

























δ8 -{ （礼－sw}{ (s -sc + 1) ( 1一tc
ate一 tc2{ （÷L一(1一tw)
fl¥ fl¥ 利潤税の課税が投資比率を変化きせないこと，すなわち1-1 ＝（一一l¥YJB ¥YJN 
tw= 0を仮定すれば，利潤税転嫁率(25）は次式のように単純化して示すことがで
きる。





















sw+l)(l-tw）のとき， Scが上昇する場合，（i)s sが上昇する場合，（ii)S G一
I 
Ss -1 > 0のとき，投資比率一ーが上昇する場合，に生じる。y 
(28）を資本家の貯蓄性向Scと政府の貯蓄性向Ssと投資比率でそれぞれ偏微分す
れば，このモデルの仮定と安定条件によって，
_J_-z(ss-sw+ 1) ( l -tw) 
δtc = Y 
asc z(sc -ss -1 )2
ateー （sc-sw) ( 1 -tw) 
>O assー （sc-ss-1)2









I I ¥ 
1---v-J -sw 
れば，~l ~ B は1よりも大きくなる。つまり，利潤税制前の投資比率の
1---v-I -sw 
¥ .L I N 
fl¥ fl¥ 方が利潤税課税後の投資比率よりも大きくなるから， 1-1 >I-I ¥YJB ¥YJN 
fl¥ fl¥ 
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